






















































































































































































































































































































































度に分類」(ASBJ, 2016, par. 3) すると定めている。そして，「前項以外のリス
ク分担型企業年金は，退職給付会計基準第５項に定める確定給付制度に分類」










をもって報酬費用とみなされている」(ASBJ, 2016, par. 23) ことから，退職給付
会計基準第４項に定める確定拠出制度に分類されるリスク分担型企業年金につ
いては，「規約に基づきあらかじめ定められた各期の掛金の金額を，各期にお
いて費用処理することとした」(ASBJ, 2016, par. 23) との結論が示されている。
さらに，リスク対応掛金相当額は，「制度の導入時に総額が算定され拠出の
義務を負っているため，当該制度の導入時に，総額を負債として全額計上すべ
















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































当するとしている (ASBJ, 2002, par. 4)。退職給付制度の終了においては，「当
該退職給付債務が消滅すると考えられるため」，終了に伴う損益が認識される






































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































内閣府 (2015)「『日本再興戦略』改訂 2015 ―未来への投資・生産性革命―」．













International Accounting Standards Board (2013), IAS 19: Employee Benefits. –IASB (2013)
（謝辞） 村本孜先生のご退任にあたり，寄稿の機会を頂き感謝を申し上げる次第である。会計
学の途に進んだ筆者ではあるが，現在の筆者のゼミ運営等は，学部時代に先生のゼミナ
ールの末席で学ばせて頂いた経験から大きな影響を受けている。先生の益々のご活躍と
ご健勝を祈念申し上げる次第である。
（付記） 本稿は，平成２７年度成城大学特別研究助成「企業集団の形成と再編に関連する会計
基準の研究」の成果の一部である。
リスク分担型企業年金の会計処理
― ―３７７
